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Ⅰ 解雇及び個別労働関係の紛争調整についての各国比較 

（総論） 
～イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、デンマーク、 

韓国、オーストラリア及びアメリカ～ 
 
 この調査は、イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、デンマーク、韓国、 
オーストラリア及びアメリカの９か国について、解雇及び個別的労働関係の紛争調整につい
て調査を行なったものである。その概要は、下に掲げた整理表のとおりである。 
 
 ９か国の解雇や個別労働紛争に関する制度については、その基本的法的構成に異なる点も
あり、単純には比較できない面もある。他方で、多くの国に共通する点も見られる。 
 
 各国に共通する主な事項を挙げれば、第一に、９か国中８か国（イギリス、ドイツ、フラ
ンス、イタリア、スペイン、デンマーク、韓国、オーストラリア）で、解雇に正当な理由が
必要とされる。 
 第二に、９か国すべての国において、性、年齢、障害等による差別的な解雇など、法律上
一定の範囲の解雇が禁止されている。 
 第三に、個別的労働関係について、一般の私法上の紛争を扱う裁判所とは異なる機関・部
門が設けられ、特別の手続による紛争処理が行われていることである。すなわち、多くの国
で、労働裁判所や労働審判所、裁判所の中の労働専門部門、又は労働関係の行政機関が個別
的労働関係の紛争処理を行っている。 
  
 以下、個別の論点について述べる。 
 
１ 違法とされる解雇～理由、解雇制限、手続 
 
 解雇に正当な理由が必要であることは上記のとおり８か国で共通している。また、多くの
国では実定法上にその根拠規定がある。他方、その定め方は国により異なる。イギリスでは
「公正(fair)」、ドイツでは「社会的に正当」(sozialer Rechtfertigungsgründe)、フラン
スでは「現実かつ重大な事由(cause réelle etsérieuse)」、イタリアでは「正当な事由」(giusta 
causa)又は「正当な理由」(giustificato motivo)、デンマークでは「合理的理由」(rimelig 
begrundet )、韓国では「正当な理由」とされている。また、スペインは、解雇が認められる
理由として、客観的理由、懲戒解雇、集団的解雇を定めている。オーストラリアでは、「合理
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性・正当性がない又は相当でない(harsh, unjust or unreasonable)」解雇を不公正解雇と定
めている。なお、日本では、「客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認めら
れない解雇」を不当な解雇としている。 
 
 これら８か国の中には、さらに、公正や正当とされる解雇について、具体的な要件を定め
ている国がある。例えば、イギリスにおいては、「公正な解雇」とは、①仕事に必要な能力又
は資格、②労働者の行為、③労働者が余剰人員であること、④法律上の義務・制限により職
務継続が不可能である場合、⑤その他の解雇を正当づける実質的な理由がある場合のいずれ
かである旨が定められている。 
 このほか、ドイツ、イタリア、スペイン、オーストラリアでは、正当理由についての定義
があり、フランスと韓国では、経済的理由による解雇に限り、正当理由の定義や要件が定め
られている。 

他方で、デンマークでは、正当理由についてのより具体的な定義・要件は定められていな
い。 
 しかし、いずれの国においても、解雇理由との関係で当不当が問題となるのは、基本的に
は、①労働者の規律違反行為、②労働者の能力不足・不適格、③企業の経営上の理由の三類
型である。 

また、イギリスなど、正当な解雇の定義・要件をより詳細に定める国であっても、その規
定には抽象性一般性が残っており、その規定だけで解雇の正当性の有無が判定できるような
仕組にはなっていない。 
 
 次に、９か国すべての国で、一定範囲の解雇が法律上禁止されている。これについても、
禁止される解雇の範囲は、国により異なる。ただし、性、年齢、障害等についての雇用差別
に当たる解雇、労働組合権を侵害する解雇、産前産後休業や育児休業等家族的責任による休
業権の行使に関する解雇は、各国共通して禁止されている。 
 
 第三に、解雇手続については、イギリス、アメリカを除き、書面による通知が必要である。
また、イタリア、アメリカを除く７か国では、解雇予告期間の定めがある。 
 
２ 違法な解雇に対する救済 
 
 違法な解雇に関して、その救済方法は、国により様々である。解雇が違法となった原因が、
解雇の正当な理由がない場合と、法律が禁止する解雇に該当する場合とでは、救済の方法や
程度に差を設けられている国も多い。また、解雇予告等の解雇の一般的手続違反については、
比較的軽微な救済とされている場合が多い。 
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解雇に正当な理由がないとされた場合の救済方法についてみると、解雇に正当な理由が必

要な８か国すべてにおいて、制度上、原職復帰及び解雇期間中の逸失（未払）賃金の支払と
補償金（ないしは損害賠償）による解決が選択的に可能となっている。この点に関しては、
日本においても、労働者は、①解雇無効による労働契約上の地位確認及び解雇期間中の未払
賃金の請求、②解雇を不法行為として損害賠償の請求のいずれか又は双方を行うことができ
る1。 
 
不当解雇の場合の救済として、原職復帰と補償金（ないしは損害賠償）の選択についてみ

ると、次に示す例のように、国により様々な手法がとられている。 
例えば、イギリスでは、裁判所が、労働者の希望、原職復帰の実現可能性等を勘案して原

職復帰（及び解雇期間中の逸失賃金の支払）によるか補償金によるかを決めている。 
ドイツでは、解雇が不当で無効の場合原職復帰が原則であるが、労働者に労働関係の継続

が期待できない場合等には、労働者又は 使用者の申立により、補償金の支払が命ぜられる（解
消判決制度）。ただし、裁判所が解消判決を行う例は限定的である（特に使用者側申立の場合）。 

フランスでは、従業員１１人以上の企業の場合、原職復帰（及び解雇期間中の逸失賃金の
支払）が可能であるが、労働者又は使用者が応じなかった場合、損害賠償による救済がされ
る。また、従業員１０人以下の場合は、損害賠償による解決がなされる。 

イタリアでは、解雇理由、企業規模等により、原職復帰による救済をする場合と補償金に
よる救済をする場合が細かくケース分けされ、さらに、原職復帰による救済をする場合にお
いても労働者が補償金による救済を選択できる仕組がとられている。 

   
次に、補償金（損害賠償）の算定についてみると、これについても次のように、様々な手

法によって金額の算出が行われている。 
まず、イギリス、フランス、韓国、オーストラリアでは、補償金の具体的な算定方式は定

められていない。 
これらの国のうち、イギリス・フランスでは、最低補償額の定めがなされている。他方、

上限額の定めがイギリス、オーストラリアにおいてなされている。 
これらの国では、労働者の損害（解雇期間中の逸失賃金など）を考慮しつつ諸事情を勘案

して補償金の額を算定している。ただし、フランスでは、損害がなくても最低補償額の支払
が必要とされる。イギリスでは、基礎額、損失補てん額を合計して補償金の額が算出される。
オーストラリアでは、企業経営に及ぼす影響度合、労働者の勤続年数、解雇による逸失賃金

                            
1 なお、日本では就労請求権が認められていないので、裁判所が原職復帰そのものを命ずるわけではない点に留
意が必要である 。 
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額等が勘案されて補償金の額が算出される。 
他方で、イタリア、スペインでは、勤続年数を基礎とする算定式を定め、これにより補償

金の額を算定している。 
補償金の算定については、解雇理由、労働者の年齢・種類、企業規模などの区分により異

なる方法を用いて行うこととしている国もあり、その区分の仕方も国により異なる。 
 
解雇制限違反については、国によっては、不当解雇の場合に比べ手厚い救済が定められて

いる2。 
たとえば、フランスでは、解雇制限違反の場合当該解雇は無効とされ、労働者は一般に復

職権を有する。復職する場合、解雇期間中の逸失賃金を上限とする補償金の支払いが命ぜら
れる。復職しない場合、損害賠償の請求ができる（賃金 6 月分が下限）。また、イタリア、ス
ペインでも、解雇制限違反の解雇は無効となり、原職復帰と解雇期間中の逸失賃金相当額の
支払が命ぜられる。 

 
紛争解決の実情をみると、後述するように、あっせん・調停や和解などを用いて、当事者

間の合意により多くの紛争を解決している国も多い。 
例えば、ドイツでは、労働裁判所に提起された解雇事件でも、その多くが、和解により補

償金の支払をすることにより決着している。 
 

３ 経済的理由による集団的解雇 
 
 経済的理由による集団的解雇（整理解雇）については、労使協議や行政機関への報告等の
手続について詳細に義務づけている国が多い。 
 アメリカでは、集団的労使関係法上、労働組合との団体交渉が義務付けられており、これ
により交渉が行われる仕組みが取られている。 
  
４ 個別的労働関係についての紛争の調整機関 
 
 上述のとおり、個別的労働関係についての紛争については、特別の機関、部門で扱う国が
多い。 
 イギリス、ドイツ、フランス、スペイン、デンマークでは、労働裁判所、雇用審判所等労
働関係を扱う特別の裁判所が設けられている。イタリアは、地方裁判所の中に、労働問題を
                            
2 雇用差別について、特別の救済機関で救済が行われる国もある。日本においても、都道府県労働局の紛争調停
委員会にあっせん・調停を求めることができる。 
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扱う部門として、労働審判手続が設けられている。オーストラリアでは、不公正解雇につい
ては、労働関係を専門的に扱うために設けられた行政機関である公正労働委員会が初審とし
ての決定を行う。 

日本においては、労働事件を専門的に扱う労働部が設けられている地方裁判所があり、ま
た、労働審判手続は地方裁判所（ないしその 2 つの支部）において設けられる特別の合議体
によって行われる。 
  
これらの特別の機関・部門については、裁判官が職業裁判官及び労使の裁判官により構成さ
れる（三者構成）場合も多い（イギリス、ドイツ、フランス、デンマーク。日本の場合、労
働審判手続について三者構成とされている。）。三者構成は、裁判所の判断に労働関係の実情
が十分反映されるようにし、円滑な紛争解決を図ることを目的として行われているものであ
る。 

 
個別的労働関係については、司法機関に加え、行政機関が紛争調整を行う国も多い。日本

においても、都道府県労働局のあっせん等の制度が設けられている。この中には、訴訟提起
に前置して行政機関の紛争調整を義務づける国（2014 年以降のイギリス、スペイン、オース
トラリア）と、司法機関と行政機関が並列しており、その選択を労働者に委ねている国（韓
国、2014 年までのイギリス）がある。 

例えばスペインでは、行政機関である SMACのあっせん・調停を訴訟提起前に利用すること
が必須とされている。また、イギリスでは、2014 年から、行政機関である ACAS の「早期あ
っせん制度」を訴訟提起前に利用することが義務づけられた。 
 
 解雇等の個別的労働紛争に関して、あっせん、調停、和解などの調整制度を用いることに
より、当事者の合意による紛争解決を促進していることは、９か国全ての国に共通している。 

そのシステムとしては、裁判手続において、和解による解決を促す手法と、行政機関等の
あっせん、調停制度の利用による解決を促す手法の２種類が見られる。 

前者の例は、ドイツ、フランス、イタリア、スペインなどである。これらの国では、裁判
所に訴えが提起されると、判決の前に和解による解決が試みられる。このうち、ドイツ、フ
ランス、スペインでは、裁判上、和解手続ないし和解を目指した調停手続が必須とされてい
る。 

後者の例としては、イギリスの ACAS によるあっせん、スペインの SMACによるあっせん・
調停、イタリアの地方労働局のあっせん、アメリカの EEOCの紛争調整などがあげられる。 
 日本でも、地方裁判所の解雇無効訴訟については和解による解決が目指されるとともに、
労働審判手続や都道府県労働局等において調整的方法による紛争解決が行われている。 
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 こうしたあっせん、調停等による調整制度は、簡易な紛争解決を図りうる点でメリットが
ある。他方、調整制度等の実施を義務付けたとしても、その成功率はあまり高くない場合も
ある（フランスの裁判上の調停、スペインの調停・仲裁サービス）。 
 個別労働紛争の解決手続については、このほかにも、円滑で迅速な紛争調整のために、さ
まざまな工夫が行われている場合がある。例えば、オーストラリアの公正労働委員会やイギ
リスの ACAS では、電話など簡便な方法よるあっせんを実施している。また、これらの組織で
は、当事者双方の論点整理を円滑化するため、申立内容（解雇の理由、事実関係など）につ
いて様式を定め、必要事項を記入させるとの方式もとられている。このほか、オーストラリ
アでは、労使の意思決定を円滑化するために、過去の事例の救済状況（解決方法が原職復帰
か補償金か、補償金の額がどれくらいか）を統計化して公表する措置を講じている。  
 
５ 企業内や労使による紛争解決 
 
 個別的労働関係の紛争については、企業内の手続の整備を促進し、企業内での紛争解決を
促している国も多い。 
 たとえば、イギリスにおいては、企業内で懲戒手続や苦情処理手続を定めることを促進す
るための制度が設けられている。これらの手続については、ACASが行為準則（ガイドライン
に近い性格を有している。）を定めている。アメリカでは、労働組合のない企業においても自
主的に、苦情処理やオンブズマン、ピア･レビュー、調停、仲裁といった多様な手段、レベル
の紛争処理システムを構築している例が見られる。 
 
 また、労働者個人の解雇等の問題について、集団的な労使関係の枠組みを用いて、企業や
産別労使の協議により紛争解決を図る国も存する。例えば、デンマークでは、労働協約に基
づき、個々の労働者の解雇等の問題についても、企業内・産別労使の協議に附することが義
務づけられている。解雇審判所等外部機関への仲裁申請は、この協議が不調に終わった場合、
労働組合によってなされる。オーストラリアでも産業別に「新仲裁裁定」が定められており、
個々の労働者の解雇等の問題についても、企業内で協議されたのち、新仲裁裁定に基づき外
部機関（公正労働委員会など）に申立できる仕組が設けられている。アメリカにおいても、
組合により組織化された企業では、労働協約上、苦情処理・仲裁手続が定められるのが一般
的である。 
 
６ 最近の状況 
 
 調査対象国のうちいくつかの国で、近年、解雇または個別労働関係の紛争調整制度に関し、
制度の見直しが行われている。 
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例えば、イタリアでは、労働市場改革の観点から解雇に関する法改正が行われ、解雇が違
法である場合の原職復帰、補償金の救済方法や選択方式について改正がされた。また、補償
金により救済するケースについても事細かにその救済水準を法定している。 

他方、イギリスにおいては、2014 年に、増大する雇用審判所の訴訟件数に対応して、より
円滑に紛争解決を図ることを目的として、行政機関である ACASの早期あっせん制度が設けら
れた。また、オーストラリアでは、2009年に、連邦レベルで不公正解雇の制度を含む公正労
働法を定めるとともに、不公正解雇について連邦公正労働委員会が救済をすることが定めら
れた。この改正は、これにより州ごとに分立していた法制や救済機関を連邦に統一し、簡明
で明確化な制度に改めることを目的とするものである。 
 
７ 仲裁 
 

仲裁に関しては、アメリカにおいては、組合により組織化された企業における苦情処理仲
裁（「労働仲裁」）だけでなく組合組織のない企業でも苦情処理仲裁（「雇用仲裁」）も広く行
われている。ただし、使用者と労働者個人の間の紛争を対象とする雇用仲裁は集団的労働紛
争の枠組みを用いる労働仲裁とは異なり、繰り返し制度を利用する使用者側に事実上有利に
なるとの弊害があると指摘されている。 

アメリカを除く８か国では、上記のように、個別労働紛争の解決が労働裁判所等の公的機
関によって行われている。他方、一般の労働者については私的な仲裁は行われていない。 
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Ⅰ 解雇に関する制度及びその運用の実情 
 イギリス ドイツ フランス イタリア スペイン デンマーク 韓国 オーストラリア アメリカ (参考）日本 

① 

解雇に関
する制度
の概観 

解雇には、「公正な理
由」が必要である。 
性、年齢、障害等によ
る差別的解雇は禁止
される。また、育児休
業等を理由とする解
雇は自動的に「公正」
でない解雇とみなさ
れる。 
不公正解雇や差別解
雇に関する訴訟は雇
用審判所が取扱うが、
提訴前に行政機関(Ａ
ＣＡＳ)のあっせんに
よる紛争解決を試み
ることが必要。  

「社会的に正当でな
い解雇」は、無効とな
る。 
性、年齢、障害等によ
る差別的解雇や、育児
休業等を理由とする
解雇は禁止されてい
る。 
解雇に関する訴訟は、
労働裁判所が取扱う。 

解雇には、「現実かつ
重大な事由」が必要で
ある。 
性、年齢、障害等によ
る差別的解雇や、育児
休業等を理由とする
解雇は禁止されてい
る。 
解雇に関する訴訟は、
労働審判所が取扱う。 
 

解雇には、「正当事由」
又は「正当理由」が必
要である。 
性、年齢、障害等によ
る差別的解雇や、育児
休業等を理由とする
解雇は禁止されてい
る 
解雇に関する訴訟（第
一審）は、地方裁判所
（労働審判手続）が行
なう。 

解雇には、正当な理由
が必要である。 
性、年齢、障害等によ
る差別的解雇や、育児
休業等を理由とする
解雇は禁止されてい
る 
解雇に関する訴訟は、
労働裁判所が取扱う
が、提訴前に行政機関
（SMAC）等のあっせ
ん、調停による紛争解
決を試みることが必
要。  
 

合理的理由のない解
雇は、無効である。 
性、年齢、障害等によ
る差別的解雇や、育児
休業等を理由とする
解雇は禁止されてい
る 
労働協約が適用され
る労働者の解雇につ
いての法的救済は、解
雇審判所が行なって
いる。 
 

解雇には正当な理由
がなければならない。
性、年齢、障害等によ
る差別的解雇や、育児
休業等を理由とする
解雇は禁止されてい
る 
解雇等について裁判
所に訴えることがで
きるほか、労働委員会
においても救済が行
なわれる。 

労働者は「不公正解
雇」から保護される。 
性、年齢、障害等によ
る差別的解雇や、育児
休業等を理由とする
解雇は禁止されてい
る 
連邦の行政機関であ
る公正労働委員会が
不公正解雇について
の救済を行う。 

エンプロイメントア
ットウイルの原則の
下に、法律上は、解雇
に正当理由は必要な
い。 
他方で、性、年齢、障
害等による差別的解
雇や、育児休業等を理
由とする解雇は禁止
されている。 
企業の労務管理では
差別禁止法に抵触し
ないよう、慎重な手続
がなされた上で解雇
が行われる。 

客観的に合理的な理
由を欠く解雇は、無効
とされる。 
性による差別的解雇
や、妊娠・出産・育休
取得を理由とする解
雇は、禁止されてい
る。 
解雇に関する事件は
民事訴訟手続におい
て通常の裁判所がす
るほか、地方裁判所に
おける労働審判手続
で処理される。また、
行政機関による相談
やあっせんの手続が
設けられている。 

② 

主な根拠
法 

コモンロー 
1996 年雇用権利法
(Employment Right 
Act 1996) 
2002 年雇用法
(Employment Act 
2002)、 
2010 年均等法
(Equality Act 2010)
等 

解雇制限法 
(Kündigungsschutzge
setz) 
事業所組織法 
(Betriebsverfassung
sgesetz) 
民法 
 

労働法典 
（1973年7月13日の
法律（人的解雇）、1975
年 1 月 3 日の法律・
2002 年労使関係現代
化法・2013 年雇用安
定化法（経済的解雇）、
2008 年法（法定合意
解約） 

民法典 
解雇制限法 
労働者憲章法 
1990 年法、2010 年法、
2012 年改革法 
2014 年労働市場改革
に関する枠組み法及
び関係委任立法 

労働者憲章法（Ley 
del Estatuto de los 
Trabajadores,1995）
社 会 訴 訟 法 （ Ley 
Reguladora de la 
Jurisdiccidores,199
, 2011） 

労働組合と使用者間
の基本協約 
※労働組合の組織率
が高いため、この協約
がデンマークの多数
の労働者に適用され
る。 
ホワイトカラー労働
者法
(Funktionærloven )
集団的解雇法
(Masseafskedigelses
loven) 
同一賃金法等 

勤労基準法 等 
 

コモンロー 
2009 年公正労働法
（ Fair Work Act, 
2009） 
連邦及び州の差別禁
止法 
公正労働委員会の新
仲裁裁定、企業協定等 
 

コモンロー 
1964 年公民権法 
(Civil Right Act) 
1967 年雇用における
年齢差別禁止法 
1990 年障害を持つア
メリカ人法 
州の差別禁止法 
1938 年公正労働基準
法 
1993 年家族医療休暇
法 
1970 年職業安全衛生
法 等 

労働契約法 
労働基準法 
最賃法 
労働組合法 
男女雇用機会均等法 
育児介護休業法 
ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働法 
公益通報保護法 
個別労働紛争解決促
進法 等 

③ 

解雇理由
について
の制限 
（法律上
解雇に正
当理由が
必要か） 
 

労 働 者 は 不 公 正
(unfairly)に解雇さ
れない権利を有する。 
 

解雇には、「社会的に
正当な事由」
（sozialer 
Rechtfertigungsgrün
de）が必要とされる。 

解雇には、「現実かつ
重 大 な 事 由 (cause 
réelle et 
sérieuse)」が必要と
される。 

解雇には、「正当な事
由」(giusta causa)
又は「正当な理由」
(giustificato 
motivo)が必要とされ
る。 
 

労働契約の終了原因
が法律上列挙されて
おり、解雇について
は、 
①客観的理由に基づ
く解雇 

②懲戒解雇 
③集団的解雇 
が終了原因と定めら
れている。 

合理的理由（rimelig 
begrundet）のない解
雇は不当解雇となる。

使用者は、正当な理由
なく解雇できない。 
 

労働者は「不公正解
雇 」 (unfair 
dismissal)から保護
される。 
不公正解雇とは、「合
理性・正当性がない又
は相当でない(harsh, 
unjust or 
unreasonable)」解雇
を指す。 

エンプロイメントア
ットウイルの原則の
下に、連邦法上は、解
雇に正当理由は必要
ない。 
 
※一部の州では、 
①労働契約に付随する誠
実公正義務により、解雇 
が規制される(9州）。 

②就業規則（エンプロイー
ハンドブック）や黙示的

客観的に合理的な理
由を欠き、社会通念上
相当であると認めら
れない解雇は、無効と
される。 

－
 
1
0
 
－
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な約束等がある場合に
は、解雇に正当理由が必
要である旨の合意が成立
していると認める(45州）

③パブリックポリシー違
反の解雇（例えば、使用
者からの違法行為の指示
に背いた労働者の解雇、
法律上の権利行使を理由
とする解雇）は違法であ
る(45 州） 

とされている。 
＜合理性、
公正性に
ついての
法律上の
具体的な
要件規定
＞ 

公正な解雇とは、その
理由が 
①仕事に必要な能力
又は資格 

②労働者の行為 
③労働者の退職 
④労働者が余剰人員
であること 

⑤法律上の義務・制限
により職務継続が
不可能である場合 

⑥その他の解雇を正
当づける実質的な
理由がある場合 

である場合と定義さ
れている。 

社会的に正当な解雇
とは、その理由が 
①労働者の一身上の
事情に関する事由 
②労働者の行為・態度
に関する事由 
③緊急の経営上の必
要性 
のいずれかに該当す
る場合であると定義
されている。 

経済的理由による解
雇については、経済上
の問題又は新技術の
導入により、仕事の消
失・変動又は雇用契約
の重要な部分の変更
を労働者が拒否した
結果、労働者の事情で
はない理由により解
雇する場合とされて
いる。 

Ⅰ 正当事由とは、「労
働関係の継続を不可
能」とする事由を指
す。 
Ⅱ 正当理由は、 

①主観的正当理由
②客観的正当理由

に分けられている。 
①主観的正当理由と
は、「労働者の契約上
の著しい不履行」と
定義されている。 
②客観的正当理由と
は、「生産活動、労働
組織及びその規則正
しい機能に関係する
理由」と定義されて
いる。 
 
 

Ⅰ 「客観的理由によ
る解雇」は、次のよう
に定められている。 
①業務遂行能力の欠
如 

②労働者が業務の技
術的変更に適応で
きない場合 

③企業の経済的理由 
④労働者の欠勤 
Ⅱ 「懲戒解雇」は、
次のように定められ
ている。 
①欠勤、遅刻 
②服務規律違反等 
③暴力、侮辱 
④誠実義務違反等 
⑤勤務成績不良 
⑥アルコール・薬物
中毒 

⑦ハラスメント 
Ⅲ 「集団的解雇」は、
次のように定められ
ている。 
企業の経済、技術、組
織、生産上の理由によ
る解雇で一定規模以
上のもの 
 

なし 労働者の能力不足や
非行を理由とする解
雇に関しては、法律上
の定義はない。 
経営上の必要性によ
る解雇については、勤
労基準法において、次
のとおり定められて
いる。 
①緊迫した経営上の
必要性があること 

②解雇回避の努力 
③合理的で公正な解
雇の基準に基づい
て対象者を選定す
ること 

④過半数組合等との
協議 

これらの要件を満た
す場合は、正当な解雇
とされる。 

「合理性・正当性がな
い又は相当でない」か
否かは、次の事項を勘
案し決定する旨定め
られている。 
①労働者の能力・行為
に関する有効な解
雇理由の存否 

②解雇理由の労働者
への通告 

③労働者への弁明の
機会の付与 

④解雇についての協
議時の第三者の立
会い 

⑤能力を理由とする
解雇の場合の事前
警告 

⑥解雇手続を実施す
ることの企業への
影響 

⑦企業の労務担当者
の能力 

⑧その他の解雇に関
する事情 

 
 

なし なし 

主な解雇
制限事項
（禁止さ
れている
主な解雇
理由） 

①性、年齢、人種、障
害等 
②産前産後、育児休業
等 
③公益通報 
④従業員代表 
⑤労働組合への参加

①性、年齢、人種、障
害等 
②産前産後、育児休業
等 
③従業員代表 
④労働組合への参加
及び活動 

①性、年齢、人種、障
害等 
②産前産後、育児休業
等 
③業務上の傷病 
④公益通報 
⑤従業員代表 

①性、年齢、人種、障
害等 
②産前産後、育児休業
等 
③公益通報 
④従業員代表 
⑤労働組合への参加

①性、年齢、人種、障
害等 

②産前産後、育児休業
等 

③従業員代表 
④労働組合への参加
及び活動 

①性、年齢、人種、障
害等 

②産前産後、育児休業
等 

③業務上の傷病 
④労働組合への参加
及び活動 

①性、年齢、人種、障
害等 

②産前産後、育児休業
等 

③業務上の傷病 
④公益通報 
⑤労働組合への参加

①性、年齢、人種、障
害等 

②産前産後、育児休業
等 

③業務上の傷病 
④労働組合への参加
及び活動 

①性、年齢、人種、障
害等 
②産前産後、育児休業
等 
③公益通報 
④労働組合への参加
及び活動 

①業務上の傷病によ
る休業期間及びそ
の後 30 日間 

②産前産後の休業期
間及びその後 30 日
間 

③国籍、信条、社会的

－
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及び活動 
⑥安全衛生活動 
⑦使用者への申立  
⑧陪審への参加 
⑨信条 

⑤使用者への申立  
⑥信条 
⑦重度障害者（統合局
の許可が必要） 
 

⑥労働組合への参加
及び活動、合法的ス
トライキへの参加  
⑦陪審への参加 
⑧信条 
 

及び活動、合法的ス
トライキへの参加 
⑥使用者への申立  
⑦信条 

⑤信条 ⑤使用者への申立  
⑥信条 

及び活動 
⑥信条 

⑤使用者への申立  
⑥信条 

⑤安全衛生活動 
⑥使用者への申立  
⑦陪審への参加 
⑧遺伝子情報 

身分 
④労働基準監督署へ
の申告 

⑤労働組合の組合員
であること等 

⑥女性（男性）である
こと、女性の婚姻、
妊娠、出産、産前産
後休業等 

⑦育児・介護休業等の
申出、取得等 

⑧通常の労働者と同
視すべきﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労
働者について、ﾊﾟｰﾄ
ﾀｲﾑ労働者であるこ
と 

⑨公益通報 
⑩地方労働局長への
あっせん申請等 

④ 

解雇が違
法である
場合の法
律効果と
して、「無
効」となる
場合があ
るか。 

なし 
 

社会的に正当でない
解雇は、無効となる。 

解雇制限違反の場合、
解雇は無効となる。 

解雇制限違反、書面に
よる解雇通知を行な
わなかった場合、解雇
は無効となる。 

解雇制限違反、集団的
解雇の手続違反の場
合、解雇は無効とな
る。 
 

なし 違法な解雇は無効と
なると解されている。

なし なし 
 

客観的に合理的な理
由を欠き、社会通念上
相当であると認めら
れない解雇は、無効と
なる。 

⑤ 

解雇の通
告 

書面による通知は義
務づけられていない。 
労働者が請求した場
合には、解雇理由を文
書で示す必要がある。 

書面による通知が必
要。 
 

解雇通知の書留郵便
での送付が必要。 
 

解雇理由を明示した
書面による通知が必
要。 

解雇理由を明示した
書面による通知が必
要。 

書面による通知が必
要。 

書面による通知が必
要。 

書面による通知が必
要。 

労働協約や労働契約
（エンプロイーハン
ドブック）において、
通知する旨定められ
る場合がある。また、
州によっては解雇通
知を規整している。 

書面による通知は義
務づけられていない。
労働者が請求した場
合には、解雇理由を文
書で示す必要がある。

⑥ 

＜解雇予
告 期 間
（法律等
における
最低基準

 

の定め)＞

定め）＞ 

①勤続 1 か月以上 2
年未満  1週間 
②勤続 2年以上 12年
未満 勤続 1 年につ
いて 1 週間の割合で
計算した期間 
③勤続 12年以上 12
週間 

①勤続2年未満 4週
間 

②勤続２年以上 1
か月 

③勤続5年以上 2か
月 

④勤続8年以上 3か
月 

⑤勤続 10 年以上 
4 か月 

⑥勤続 12 年以上 
5 か月 

⑦勤続 15 年以上 
6 か月 

勤続 6か月未満 協約
又は慣習 
①勤続 6 か月以上 2
年未満  1 か月 
②勤続 2 年以上 2 か
月 
 

法律上、解雇予告は必
要であるが、期間につ
いての定めはない。 
労働協約等において、
勤続年数等に応じて
定められている。 

15 日 
 

ホワイトカラー労働
者の場合 
～勤続6か月 1か月
勤続 6 か月～3 年 3
か月 
勤続 3～6 年 4 か月
勤続 6～9 年 5 か月
勤続9年超 6か月
試用期間（最高 3 か
月） 14 日 
 

30 日 ① 勤 続 1 年 以 下 
1週間 

②勤続 1 年超 3年以

下 2週間 
③勤続 3 年超 5年以

下 3週間 
④勤続 5 年超 
4週間 

勤続 2年以上の 45歳
以上の者にはこれら
に 1週間加えられる。 
 

連邦法上、整理解雇に
ついては 60日。 
労働協約あるいは労
働契約（エンプロイー
ハンドブック）に定め
がある場合、予告期間
はさまざまである。 

30 日 

－
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⑧勤続 20 年以上
7か月 
※労働協約によりこれ

より長い予告期間が設定
されるのが一般的 

＜予告手
続違反の
場合の措
置＞ 

予告なしに行なわれ
た解雇は違法解雇
(wrongful 
dismissal)として、コ
モンロー上の救済が
与えられ、損害賠償
（通常予告期間の賃
金相当額）が認められ
る。 

解雇予告期間を置か
ない解雇は無効とな
る。但し、当該解雇が
社会的正当性を有す
る場合には、当該予告
期間経過後に、解約の
効果が生じる。 

(1)11 人以上企業に
勤続 2 年以上の労働
者に対しては、手続
の追完及び賃金 1 か
月分を上限とした賠
償金支払い 
(2)11 人未満企業又
は勤続 2 年未満労働
者に対しては、労働
者が被った損害に応
じて算定した損害賠
償を求めることがで
きる。 

解雇予告期間分の賃
金の支払い。 

解雇予告期間分の賃
金の支払い。 

違反に対する刑事罰
の規定が定められて
いる。 

解雇予告期間分の賃
金の支払い。 

通常の解雇について
はなし。 
整理解雇については、
被用者に対し、予告不
足日数分の賃金及び
諸給付の支払い、地方
政府機関により、違反
1日当たり 500ドル以
内の制裁金が課され
る。 

解雇予告期間分の賃
金の支払い。 

解雇の救
済の管轄 
(第一審
として決
定を行う
機関) 

雇用審判所（不公正解
雇の場合） 

労働裁判所 労働裁判所 地方裁判所（労働審判
手続） 

労働裁判所 労使の基本協約が適
用される労働者：原則
として解雇審判所 
※解雇審判所への申立
は、労働者個人ではなく
労働組合が行なう。 
労働協約が適用され
ない労働者：原則と
して通常の裁判所 

労働委員会 
裁判所 

不公正解雇の場合、原
則として、連邦の公正
労働委員会 

差別禁止関係諸法：
EEOC(雇用機会会均等
委員会） 
その他の法律：行政監
督機関 

地方裁判所 

⑦ 

出訴期間 ３か月以内 ３週間以内 経済的解雇の手続の
違法性にかかる訴え
については、実質的に 
２か月以内 

使用者に対する不服
申立から 180 日以内。

20 営業日以内（行政
機関等によるあっせ
ん・調停中の時効は進
行しない。） 

解雇審判所への申立
は、労使交渉が決裂し
てから 7日以内 

労働委員会への救済
申立は、3か月以内 

21 日以内 ＥＥＯＣへの申立は
180 日以内 
公正労働基準法及び
家族利用休暇法に係
る出訴期間は 2年（故
意犯の場合は 3年） 
職業安全衛生法に係
る申立は 30 日 

法律上の期限なし 

⑧ 

司法判断
等におけ
る救済方
法（現職復
帰又は補
償金ない
し損害賠
償） 

原職復帰及び解雇期
間中の逸失賃金支払
が原則である。裁判所
が労働者の希望、原職
復帰の実現可能性等
を勘案して原職復帰
による救済が適当で
ないと認めるときは、
補償金による救済が
行われる。 

原職復帰及び解雇期
間中の未払賃金支払
が命ぜられる。 
労働者に労働関係の
継続が期待できない
場合には労働者の申
立により、使用者と労
働者の間で、事業目的
に資する更なる協働
が期待しがたい場合
は使用者の申立によ
り、補償金の支払が命

Ⅰ 「現実かつ重大」
な解雇理由がない場
合 
(1)従業員数 11 人以
上の企業に勤務する
勤続 2 年以上の労働
者の場合、原職復帰
及び解雇期間中の逸
失賃金支払による救
済。労働者又は使用
者が応じなかった場
合、損害賠償による

2015 年 3月 7日以後
に雇用した労働者の
場合、次のとおり。 
Ⅰ [すべての規模の
企業について] 
①解雇制限違反の場
合 
②心身の障害による
就労不能である解雇
で当該理由が認めら
れなかった場合 
③解雇通知を書面に

Ⅰ 解雇不当の場合 
原職復帰及び解雇期
間中の未払賃金支払
又は補償金の支払が
命ぜられる。（使用者
が判決から 5 日以内
に選択する。被解雇者
が労働者代表等の場
合は、労働者が選択。）
Ⅱ 解雇無効の場合 
現職復帰及び解雇期
間中の未払賃金支払

Ⅰ 合理的理由のない
解雇で労使間の基本
協約が適用される労
働者の場合：原職復帰
及び解雇期間中の逸
失賃金の支払が原則。
ただし、労働者と使用
者の協力関係が崩壊
しているとき、又は、
雇用継続の負担が過
大なときは、原職復帰
にかえて解雇裁判所

労働委員会による救
済は原則として原職
復帰及び解雇期間中
の逸失賃金の支払であ

るが、労働者が希望し
た場合は補償金の支
払を命ずることが

できる。 

原職復帰及び解雇期
間中の逸失賃金支払
が原則であるが、公正
労働委員会が現職復
帰ではなく補償金の
支払による救済が適
当と判断した場合に
は、補償金による救済
が行われる。 

EEOC は、申立を受け、
法違反の有無の調査
及びインフォーマル
な紛争調整手続を行
う。 
最終的な救済内容は
裁判所により命じら
れる。その例は次のと
おり。 
①原職復帰
②解雇期間中の逸失
賃金の支払（申立 2

労働者は、①解雇無効
による労働契約上の
地位確認及び解雇期
間中の未払賃金の請
求、②解雇を不法行為
として損害賠償の請
求のいずれか又は双
方を行うことができ
る。 

－
 
1
2
 
－

－
 
1
3
 
－
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ぜられる（解消判決制
度）。 
（※１）裁判所が解消判決
を行う例は限定的である
（特に使用者側申立）。 
（※２）ドイツの場合、労
働契約には就労請求権が
含まれていると考えられ
ているので、解雇が無効に
なると、原職に復帰する権
利を行使することができ
る。 
 

救済(最低６か月分。

損害がなくても支払

が必要)。 

(2)従業員数 11 人未

満の企業に勤務する

労働者又は勤続 2 年

未満の労働者の場

合、損害賠償。 

Ⅱ 解雇が手続違反の

場合 

(1)従業員数 11 人以

上の企業に勤務する

勤続 2 年以上の労働

者の場合、手続の追

完と損害賠償。 

(2)従業員数 11 人未

満の企業に勤務する

労働者又は勤続 2 年

未満の労働者の場

合、損害賠償 

Ⅲ 解雇制限違反の場

合 

解雇は無効とされ、

労働者は一般に復職

権を有する。復職す

る場合、解雇期間中

の逸失賃金を上限と

する補償金の支払い

が命ぜられる。 

労働者は、復職の権
利を行使することが
でき、この場合損害
賠償の請求ができ
る。 
Ⅳ 雇用救済計画作成
手順の不備は手続が
無効となる（解雇が
無効となり手続のや
り直し）。 

より行わなかった場
合： 
原職復帰及び解雇期
間中の逸失賃金支払
(最低５か月分)等 
Ⅱ[大企業・中企業に
ついて] 
正当事由又は主観的
正当理由に当たる事
実の存在が認められ
なかった場合： 
原職復帰及び解雇か
ら判決までの解雇期
間中の逸失賃金支払
(最高 12 か月分)等 
上記Ｉ・Ⅱの場合 
労働者が、補償金（15
か月分）による解決を
選択できる。 
Ⅰ、Ⅱ以外のケース
（下記のⅢ、Ⅳ）は補
償金による救済。 

が命ぜられる。現職復
帰が困難又は適当で
はない場合は補償金
の支払を命ずること
ができる。 

は補償金の支払いを
命じる。 
Ⅱ 合理的理由のない
解雇で労働協約が適
用されないホワイト
カラー労働者の場
合：補償金の支払(原
職復帰の規定なし)
Ⅲ 解雇制限違反の解
雇：各法律において原
職復帰や金銭補償が
定められている（不当
解雇より高額の補償
金が定められている
場合がある）。 
（例）組合差別の解
雇：職場復帰若しくは
特別の事情がある場
合は金銭補償。 
差別的取扱いである
解雇：原則原職復帰。
 
 

年前までの期間が
上限） 

③違法行為の是正 
④弁護士費用 
⑤補償的賠償、懲罰的
賠償 

 
その他雇用関係法令
では、バックペイ付
復職等、付加賠償金、
弁護士費用、訴訟費
用。 

⑨ 

補 償 金
（損害賠
償）の基
準の算定 

Ⅰ 不公正解雇の場合 
補償額は、基礎額と
損失補てん額との
合計である。 

①基礎額は、労働者の
年齢及び勤続年数に
より算出される。 
21 歳以下 勤続 1 年
につき週給の半額 

<解消判決の場合> 
50歳以上・勤続 15年
以上：賃金 15 月分が
上限。 
55歳以上・勤続 20年
以上：賃金 18 月分が
上限。 
上記以外：賃金 12 月
分が上限。 

Ⅰ 「現実かつ重大」
な解雇理由がない場
合 
(1)従業員数 11 人以
上の企業に勤務する
勤続 2 年以上の労働
者の場合、賃金 6 か
月相当額以上の賠償
金の支払が必要（上

2015 年 3 月 7 日以後
に雇用した労働者の
場合、次のとおり。 
 
Ⅲ①正当事由、主観的
正当理由が解雇に値
するような重大なも
のと認められなかっ
た場合 

Ⅰ解雇が不当の場合
勤続年数×33 日分の
給与相当額（最大 24
か月分）。ただし、2012
年 2月 12 日以前に雇
用の者については、そ
れ以前の雇用期間に
ついて、勤続年数×45
日分の給与相当額（最

Ⅰ 合理的理由のない
解雇で労使間の基本
協約が適用される労
働者の場合： 補償額
は最高平均週給の 52
週分。解雇審判所はこ
の範囲で自由に決定
できる。労働者の経済
的損失がない場合も

労働委員会の救済命
令の内容については、
「労働者が解雇期間
中に労働を提供した
場合に支給を受けた
賃金相当額以上」と定
められている。 

金銭補償の額は次の
事項を勘案して、公正
労働委員会が決定す
べきものとされてい
る。 
①企業経営に及ぼす
影響度合 

②労働者の勤続年数 
③解雇により逸失賃

多くの場合、逸失賃金
相当額（根拠法令によ
っては付加賠償金）。
公民権法第 7 編等差
別禁止法違反の場合
で、意図的差別がある
場合、補償的・懲罰的
損害賠償が認められ
る。 

労働契約上の地位の
確認の場合、解雇から
判決までの逸失賃金。
 
解雇を不法行為とし
て訴え損害賠償が命
ぜられる場合は、慰謝
料。地位確認請求をし
ない場合は加えて転

－
 
1
4
 
－
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22 歳～40 歳 勤続 1
年につき週給相当額 
41 歳以上  勤続 1 年
につき週給の 1.5倍 
勤続年数は、最大 20
年まで算入。 
週給は、475ポンドが
上限。 
②損失補てん額は、労
働者の損害のうち使
用者の行為に起因す
るもの。78,335ポン
ドかつ週給の 52 週
分が上限（公益通報
を理由とする解雇等
については上限な
し。） 
Ⅱ 雇用差別の場合 
権利の確認、補償金
の支払命令、一定の
措置の勧告 
補償金に上限額はな
く、精神的損害に対
する補償も認められ
る。 

 限の定めはない）。 
(2)従業員数 11 人未
満の企業に勤務する
労働者又は勤続 2 年
未満の労働者の場
合、実際に労働者が
こうむった損害額の
賠償（上限/下限とも
定めはない）。 
Ⅱ 解雇が手続違反の
場合、従業員数 11 人
以上の企業に勤務す
る勤続 2 年以上の労
働者の場合、賠償金の
上限は 1か月。従業員
数 11 人未満の企業に
勤務する労働者又は
勤続 2 年未満の労働
者の場合、解雇の手続
違反についての民事
制裁は課されない。 
Ⅲ解雇制限違反の場
合で復職しない場合
は、賃金 6 月分を下限
とする損害賠償。 
 

②客観的理由による

解雇について、当該

解雇理由が認められ

なかった場合： 

[大企業・中企業]勤続

1 年につき賃金 2か

月分（最低4か月、最

大 24か月）の補償金

の支払 

[小企業] 勤続 1年に

つき賃金１ か月分

（最低 2か月、最大 6

か月） 

Ⅳ①解雇通知をする

際、解雇理由を明示し

ない場合、 

②解雇に当たり法定

の懲戒手続を実施し

ていない場合： 

[大企業・中企業]勤続

1 年につき賃金 1か

月分（最低 2 か月、

最大 12か月）の補償

金の支払 

[小企業] 勤続 1年に

つき賃金半月分（最

低2か月、最大6か月）

大 42か月分） 
Ⅱ解雇制限違反の場
合、Ⅰの解雇が不当で
ある場合の額に加え、
勤続年数×15 日分の
給与相当額を加算で

きる。 

補償を命じることが
できる。 
Ⅱ 合理的理由のない
解雇で労働協約が適
用されないホワイト
カラー労働者の場合： 
解雇予告期間の半分
の期間の給与額に相
当する額が最高額。た
だし、30 歳以上は 3
か月、勤続 10年以上
は 4か月、勤続 15年
以上は 6 か月が限度
と定められている。 
Ⅲ 解雇制限違反の解
雇： 組合差別の解雇
の場合、最高 24週分。

金額 
④労働者の損害を少
なくするための努
力 

⑤労働者の中間収入 
⑥その他関連する事
項 

 
上限額は、労働者の
26 週分の賃金相当額
かつ 66,500オースト
ラリアドル 
 

補償的損害賠償、懲罰
的損害賠償の合計額
の上限： 
被用者数 
15～200 人 5万ドル
101～200 人 10万ド
ル 
201～500 人 20万ド
ル 
501 人以上 30 万ド
ル 
 
※この額には、バック
ペイの額は含まれな
い。 

職に要する期間の賃
金相当額。 

⑩ 

いわゆる
解雇の金
銭解決制
度（解消判
決制度）の
有無・内容 

なし 解消判決制度（解雇制
限法第 9 条および 10
条）が設けられてい
る。 
 

なし なし なし 
 

なし なし なし なし なし 

⑪ 

訴訟等の
過程にお
ける当事
者間の和
解 

（従前は、雇用審判所
に訴えが提起された
場合、ＡＣＡＳのあっ
せんを行うことが原
則とされていたが、
2014 年にこの制度
は、訴訟前のＡＣＡＳ
へのあっせん申立を
義務づける制度に切
り替えられた。） 

労働裁判所に訴訟が
提起された事件でも、
その多くが和解によ
り決着している。 
＜和解の場合の補償金
＞ 
和解の場合の補償金の
算定について、法律上定
められた方式はない。 
労働裁判所の実務上は、
勤続年数×月給額

×0.5 を目安とし、労

働者の年齢、業種・規模、
地域、当該解雇の社会的
正当性等を勘案して、事

労働裁判所は申立を
受けると、必ず調停を
実施する。 
調停が不調の場合審
判が行われ、判決がな
される。 
労働裁判所の調停で
解決されるケースは
少ない。 
※調停による和解成立は
約 10％、取り下げは約
20％、約 60％が判決（うち
労働者の勝訴率 70～80％） 
 

労働審判手続では、ま
ず和解による解決を
試み、和解で解決でき
ない場合審判が行わ
れる。 

労働裁判所に訴えが
提起されると、まず、
書記官による和解が
試みられる。 

解雇審判所への訴え
がなされる前に、労使
間の交渉で数次の調
整がなされる。 

労働委員会や裁判の
過程で、和解によって
解決されるケースが
多い。 
 

不公正解雇の救済申
立があった場合、公正
労働委員会は、まずあ
っせんを行う。 
上訴された場合も、調
停により、当事者の合
意による解決が図ら
れる場合が多い。 

EEOC の手続におい
て、当事者間での任意
の解決、当事者が同意
した場合の調停がな
される。 
また、裁判所において
は、和解等により審理
前に多くの事件が解
決されている。 
 

解雇事件は、地方裁判
所の労働審判手続に
おいて調停または審
判で任意的解決され
ることが多い。 
また、正式の裁判にな
っても、和解で解決さ
れるケースが多い。 
これらの調停・審判、
和解の大部分は金銭
解決。 

－
 
1
4
 
－

－
 
1
5
 
－
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案によっては 0.5 とい
う係数を 0.25～2.0 の
範囲内で変動させると
いう形で和解交渉金の
算定が行なわれている。 

⑫ 

行政機関
による紛
争解決 

[行政機関によるあっ
せん前置] 
2014 年 4 月より、雇
用審判所に訴えを起
こす前に、助言あっせ
ん仲裁局（ACAS）の「早
期あっせん制度」を利
用することが義務づ
けられた。 

  裁判所への訴えをす
る前に、地域労働局の
調停委員会における
調停を試みることが
できる。 

[行政機関等による調
停前置] 
労働裁判所に訴えを
起こす前に、調停・仲
裁サービス（SMAC）等
を利用することが義
務づけられている。 

 上記のとおり、解雇等
について、行政機関で
ある労働委員会が救
済を行なっている。 

上記のとおり、不公正
解雇の救済の申立て
は、原則として、連邦
の行政機関である公
正労働委員会に行な
う必要がある。 

根拠法に応じた所管
行政機関が、当該法の
履行確保としての解
雇の救済に関与する。

 

厚労省都道府県労働
局によるあっせん等
のサービスで多くの
解雇事件が解決され
ている。 

⑬ 

その他の
紛争の早
期解決促
進措置 

 使用者が、解雇通知に
おいて、緊急の経営上
の必要性により解雇
を行うこと、労働裁判
所への出訴を行わな
なければ補償金の支
払いを行うことを通
知すれば、労働裁判所
への出訴期間経過（3
週間）により、当該補
償金を請求できる旨
の規定が定められた
（解雇制限法第 1a
条）。 
＜補償金の額＞ 
勤続年数×月給額 

×0.5 
※この規定は、2004 年
の法改正により導入さ
れたが、利用実績はほと
んどない。 
 

  労働裁判所に訴えを
起こす前に、行政機関
のあっせん・調停制度
にかえて、労使合意等
に基づいて設立され
た機関の提供するあ
っせん・調停を利用す
ることが可能。 

労使間の基本協約が
適用される労働者の
場合、労使間の協議で
紛争が解決できない
場合に限り、解雇裁判
所に対し労働組合が
訴えを起こすことが
できる。 

 公正労働オンブズマ
ンが解雇その他の個
別労働紛争に関する
情報の提供、助言、相
談等を行っている。 
 

 厚労省都道府県労働
局や都道府県(地方労
働委員会)の相談のサ
ービスが解雇の法的
解決の分析、解決手続
の教示などを行い紛
争の早期解決に貢献 

⑭ 

企業内に
おける個
別的解雇
の紛争予
防・解決
のための
措置 

法律の定める「解雇及
び職場紀律」「苦情処
理手続」の規定に従わ
なければならない。 
また、ACAS がこれら
について、詳細な行為
準則（ガイドライン）
を定めている。 

事業所組織法により、
解雇や不当取扱いに
ついて、事業所委員会
に申立ができ、正当な
申立は事業所委員会
が使用者に是正措置
を講じるよう働きか
けなければならない。 

懲戒を行う場合は、書
面により通知し、面談
を実施しなければな
らない。 
 

解雇の場合、まず使用
者への不服申立を行
わなければならない
（解雇から 60 日以
内） 

 労使間の基本協約が
適用される労働者の
場合、個別の労働者の
解雇に関する紛争で
あっても、集団的労使
関係の枠組みを用い
て紛争処理がされる。
具体的には、次の手順
で紛争処理がされる。
(1)職場レベルの使用
者と組合員代表の
協議 

就業規則や労働協約
に解雇に関する規定
を置く場合が多い。 
 

公正労働委員会が産
業・職業別に新仲裁裁
定(Modern Award)を
定めており、この中
に、企業における個別
的労働紛争解決手続
が定められている。 

労働協約において、企
業内の解雇等の紛争
解決手続が定められ
ている。 
また、労働組合のない
企業においても自主
的に、苦情処理やオン
ブズマン、ピア・レビ
ュー、調停、仲裁とい
った多様な手段、レベ
ルの紛争処理システ
ムを構築している例

苦情処理手続のある
企業も相当数あるが、
活発には機能してい
ない。 

－
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(2)労働組合と使用者
団体間協議  

(3)解雇審判所等への
案件の附議 

が見られる。 

 
⑮ 

経済的解
雇理由に
よる解雇
（集団的
解雇）の
手続 

一定規模以上の経済
的理由による解雇を
する場合には、労働者
の代表との協議及び
行政機関への届出が
必要である。 
イ 使用者は協議にお
いて、人員整理の理
由、規模、被解雇者
の選定方法、解雇実
施時期、剰員整理手当

等について示さなけ
ればならない。 
ロ 協議において、使
用者は、解雇の回避、
対象者の削減、解雇
による影響の軽減に
ついて協議しなけれ
ばならない 
ハ 協議は、解雇の効
力の発生前 90 日前
（100 人以上の労働
社を解雇する場合）
又は 30 日前に開始
しなければならな
い。 

一定規模以上の経済
的理由による解雇を
する場合には、労働者
の代表との協議およ
び行政機関への届出
が必要である。 
イ 当該事業所に事業
所委員会が設置され
ている場合には、一
定規模以上の事業所
変更（事業の縮小等）
に伴う経済的解雇を
行う場合には、当該
事業所変更の計画に
ついて事業所委員会
に通知し、協議を行
わなければならない
（利益調整）。 
ロ 利益調整の結果、
事業所変更が不可避
である場合、使用者
は事業所委員会と、
当該事業所変更によ
り解雇される労働者
に生じる経済的不利
益を緩和・補償する
ために、「社会計画」
を策定しなければな
らない。 

経済的理由による解
雇をする場合には次
の措置及び行政機関
への届出が必要であ
る。 
イ 被解雇者が２人以
上の場合、企業委員
会等に企業再編計画
（人員整理の理由、
規模、被解雇者の選
定方法、解雇実施期
等）を示し、協議し
なければならない。 
ロ 従業員 50 人以上
の企業が 10 人以上
の労働者を解雇する
場合には、企業委員
会と雇用保護計画
(解雇回避措置・再就
職援助措置等)につ
いて協議することが
必要である。 
ハ 企業委員会との協
議期間は、被解雇者
数に応じ２～４か月
と定められている。 
 
※このほか、経済的理由に
よる解雇をする場合には
労働者と事前に面談する
ことが義務づけられてい
る（ロの場合は、不要）。 

一定規模以上の経済
的理由による解雇を
する場合には、事業所
の組合代表及び地域
の産別労組への通知
並びに行政機関への
届出が必要である。 
イ 使用者は経済的理
由による解雇をする
場合には、人員整理
の理由、規模、被解
雇者の選定方法、解
雇実施時期等につい
て、事業所の組合代
表及び地域の産別労
組への通知しなけれ
ばならない。 
ロ 事業所の組合代表
及び地域の産別労組
は、イの通知を受け
たときは、使用者に
協議を求めることが

できる。協議不調の

場合は、地域労働局

があっせんを行なう

ことができる。 

ハ 協議・あっせん手
続は、75 日以内に終
了することが必要で
ある。 

一定規模以上の経済
的理由による解雇を
する場合には、労働協
議機関を組織し協議
するとともに、行政機
関への届出が必要で
ある。 
イ 使用者は協議にお
いて、人員整理の理
由、規模、被解雇者
の選定方法、解雇実
施期等について示
さなければならな
い。 

ロ 協議において、使
用者は、解雇の回
避、対象者の削減、
社会計画について
協議しなければな
らない。 

ハ 協議開始後 30 日
が経過し合意が成
立していないとき
は、労働者の代表及
び行政機関に通知
し、その後、労働者
への解雇の通知が
できる。 

 
※従来は、行政機関の許可
が必要とされていたが、こ
の規制は緩和された。 

一定規模以上の経済
的理由による解雇を
する場合には、労働者
の代表との協議及び
行政機関への届出が
必要である。 
イ 使用者は協議にお
いて、人員整理の理
由、規模、被解雇者
の選定方法、解雇実
施時期、解雇補償金
等について示さな
ければならない。 

ロ 協議において、使
用者は、解雇の回
避、対象者の削減、
解雇による影響の
軽減について協議
しなければならな
い。 

ハ 使用者は、協議開
始から 21 日以上経
過した場合に行政
機関へ報告を行い、
その後 30 日（大規
模な経済的解雇の
場合は、８週間）が
経過しなければ、解
雇の効力は発生し
ない。 

経済上の理由による
解雇については、事業
場の過半数の労働者
が組織する組合に対
して、解雇をしようと
する日の 50日前まで
に通知し、誠実に協議
しなければならない。
一定規模以上の経済
的理由による解雇を
する場合には、行政機
関への届出が必要で
ある。 
また、人員整理をする
場合に労使が、労使協
議会を通じて、話し合
いを行うのが通例で
ある。 

新仲裁裁定や企業協
定において、人員整理
の際の労使間の協議
手続について、次のよ
うな定めがなされて
いる。 
イ 使用者は、労働者
に影響を及ぼすよ
うな生産・組織・技
術などの重要な変
更を行う場合は、関
係労働者及び労働
者の代表に通知し
なければならない。 

ロ 使用者は、この重
大な影響について、
関係労働者及び労
働者の代表と協議
しなければならな
い。 

ハ 使用者は、この重
大な影響を回避、軽
減する方法につい
ても協議しなけれ
ばならない。 

 

100 人以上の労働者
を雇用している企業
が事業所の閉鎖又は
多数の労働者をレイ
オフする場合には、交
渉代表組合(選出され
ていない場合には、各
労働者）及び州関係部
局に 60日前に予告し
なければならない。 
また、交渉代表組合が
ある場合、使用者はそ
れと団体交渉をしな
ければならない。 

労働組合がある企業
では、雇用調整・人員
整理の方法につき労
使協議が行われるの
が通例である。 
 
※ 一定規模以上の離職者
を生じさせる事業規模の
縮小等については、再就職
援助計画を労働組合等の
意見を聴いて作成する必
要がある。 

⑯ 

人員整理
の基準 

職業能力、業務成績な
ど公正な基準を用い
て行わない場合、不公
正解雇とされる場合
がある。年齢差別や性
差別にならないよう
留意する必要がある。 
 

勤続年数、年齢、扶養
家族の有無、障害の有
無が基準となる（社会
的選択）。 

使用者が企業委員会
等で整理解雇につい
て協議する際、次の事
項を考慮して基準を
定めなければならな
い。 
①労働者の家族責任
(特に、子を有する離
婚した親) 
②労働者の勤続年数 
③労働者の再就職が

産別労組が定める基
準による。 
それがない場合は次
の基準による。 
①家族の経済状況 
②勤続年数 
③技術、生産、組織上
の要請 

解雇の順位を定める
際、労働者の家族的責
任、年齢、障害に配慮
することとされてい
る。 

法律上具体的な定め
なし。 
被解雇者の選定基準
が合理的でないと、解
雇の合理的理由がな
いと取り扱われる。 
解雇審判所の審判例
では、長期勤続者につ
いては解雇回避努力
をすべきであるとさ
れている。 

整理解雇を行う場合
には、法律上、 
①緊迫した経営上の
必要性があること 
②解雇回避の努力 
③合理的で公正な解
雇の基準に基づいて
対象者を選定するこ
と 
④過半数組合との協
議 

 労働協約において、通
常、先任権が定められ
ており、これに従う。
使用者において先任
権を定めている場合
も同様。 
先任権が定められて
いない場合、使用者は
客観的で中立な人選
基準を設定する必要
が事実上ある（差別等

裁判例上、①人員削減
の必要性、②解雇回避
の努力、③被解雇者の
選定の合理性、④組合
や労働者への説明と
協議の諸要素を総合
的に勘案して整理解
雇の有効性が判定さ
れる。 
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困難である事情（特
に障害者、高齢者） 
④労働者の職業能力 

 が必要である旨が定
められている。 

紛争回避のため）。 

⑰ 

人員整理
の場合の
手当 

人員整理の場合、剰員
整理手当の支払が必
要。 

＜剰員整理手当の
額＞ 
21歳以下：勤続 1年
につき週給の半額 
22歳～40歳： 勤続 1
年につき週給相当額 
41歳以上：勤続 1年
につき週給の 1.5倍 
勤続年数は、最大 20
年まで算入。 
週給は、475ポンドが
上限。 
※ 剰員整理手当の額は、
不公正解雇の基礎額と同
額である。 

人員整理の場合、社会
計画によって、被解雇
労働者に対し補償金
が支払われるのが一
般的である。 
その内容は、労使が自
由に決められる。 
一般的には、年齢×勤
続年数×月給／一定
の係数（50 あるいは
60）に、扶養家族、障
害の状況等を勘案し
て上積みし、算定して
いる。 

解雇理由の如何に
かかわらず、解雇手
当の支払が必要。 
解雇手当の額は次
のとおりである。 
Ⅰ 労働者個人の理
由による解雇 
①勤続 10 年までの
期間 賃金月額
の 10 分の 1×年
数 

②勤続 11 年以上の
期間 賃金月額
の 15 分の 1×年
数 

の合算額。 
Ⅱ 経済的理由によ
る解雇 
①勤続 10 年までの
期間 賃金月額
の 10 分の 1×年
数 

②勤続 11 年以上の
期間 賃金月額
の 15 分の 1×年
数 

の合算額 

退職時に、退職理由
の如何によらず、勤
続年数に応じた退
職手当が支払われ
る。 

解雇手当は、勤続年数
１年当たり 20 日分の
給与相当額、最大 12
か月分。 
 

ホワイトカラー
労働者について
は、退職理由の如
何によらず、勤続
年数に応じた退
職金の支払義務
がある。 
勤続 12年：1 か月
分 
勤続 15年：2 か月
分 
勤続 18年：3 か月
分 

 

法律上の定めはな

い。 
人員整理の場合、剰員
整理手当の支払が必
要。 
＜剰員整理手当の額
＞ 
勤続年数に応じて、定
められている。 
勤続 1年以上 2年未
満の場合、4週間分。
以降、勤続年数が 1
年増えるごとに 1週
間が加算される。最
大で、12週間分（勤
続 10年以上の場合） 

整理解雇については、
数週間から数十週間
分の賃金相当額の金
銭補償や退職プラン
を提示して辞職を促
し、紛争を回避する手
段が採られることが
ある。 

法律上の義務はない
が、正社員については
退職金が支払われる
場合が一般的である。
また、人員整理の場合
はその上乗せがされる

のが一般的である。 

⑱ 

最近の制
度改正 

2014 年 4 月より、個
別労働紛争の早期円
滑な解決及び雇用審
判所に係属する膨大
な訴訟件数の削減を
目的として、個別労働
紛争について雇用審
判所に訴えを起こす
前に、助言あっせん仲
裁局（ACAS）の「早期
あっせん制度」の利用
が義務づけられた。 

  2015 年 3 月に、労働
市場改革の一環とし
て、解雇が違法である
場合の救済方法（原職
復帰、補償金）につい
て、制度の改正が行な
われた。 
 

2012 年に、労働市場
改革の一環として、 
①集団的解雇につい
ての労働行政機関
の許可を届出に変
更 

②経済的解雇につい
ての規定の明確化 

③解雇不当の場合の
補償金額（上限）の
引下げ 

④解雇訴訟中の賃金
支払義務を、不要と
する 

などが行なわれた。 

  2009 年に連邦レベル
で不公正解雇の制度
を含む公正労働法が
定められるともに、不
公正解雇について連
邦公正労働委員会が
救済することが定め
られた。 
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Ⅱ 個別的労働関係の紛争処理の制度及びその運用の実情 
 イギリス ドイツ フランス イタリア スペイン デンマーク 韓国 オーストラリア アメリカ （参考）日本 

① 

概観 個別的労働紛争処理
を行う機関として、
司法機関である雇用
審判所及び行政機関
である助言あっせん
仲裁（ＡＣＡＳ）が
設けられている。 
2014 年 4 月から、雇
用審判所への訴えの
提起の前に、ＡＣＡ
Ｓのあっせん制度の
利用が義務づけられ
た。 

個別的労働紛争処理
を行う機関として、
司法機関である労働
裁判所が設けられて
いる。 
労働裁判所は、解雇
事件についてはま
ず、和解による紛争
解決を試みる。 
和解による解決率が
高い。 

個別的労働紛争処理
を行う機関として、
司法機関である労働
裁判所が設けられて
いる。 
労働裁判所では、ま
ず和解による解決を
試み、和解で解決で
きない場合審判が行
われる。 
和解による解決率は
高くない。 
※賃金・手当に関する紛争
は、通常の司法裁判所で
ある小審裁判所ないし大
審裁判所の管轄となり、
労働災害については社会
保障事件裁判所の管轄と
なる。 

個別的労働紛争処理
は、地方裁判所（労
働審判手続）が扱う。
地方裁判所に訴えを
起こす前に、地域労
働局の調停委員会に
よる紛争解決を試み
ることができる。 

個別的労働紛争にお
いて、労働者は、ま
ず行政機関における
あっせん・調停を受
けなければならな
い。近年では、労使
合意に基づく調停・
仲裁機関も特定の個
別紛争を扱う場合が
あり、これを利用す
ることもできる。こ
れらのあっせん・調
停を経て、労働裁判
所に訴えることがで
きる。 
行政機関のあっせ
ん・調停による解決
率は高くない。 

労使間の労働協約が
適用される労働者の
場合、個別的労働紛
争も集団的労使関係
の枠組みを用いて紛
争処理がされる。 
個別労働紛争は、ま
ず企業内での解決が
試みられた後、労働
紛争を処理するため
の特別の仲裁機関
（労働仲裁パネル、
解雇審判所、労働裁
判所）での紛争調整
が行なわれる。 
労働協約が適用され

ない労働者(ホワイト

カラーを中心に、比

較的少数の労働者で

ある)の個別労働紛

争は、一般の裁判所

で扱われる。 

個別的労働紛争につ
いては、裁判所で取
り扱われるほか、労
働委員会が救済を行
うとの並立的な仕組
みがとられている。 

連邦公正労働法に関
する救済は、一次的
には連邦公正労働委
員会が行う。不公正
解雇の場合、連邦裁
判所への訴えは、連
邦公正労働委員会の
決定に不服がある場
合にのみ認められ
る。 
このほか、州レベル
の紛争調整機関があ
る。 

雇用差別に関する紛
争は、まず、EEOC(雇
用機会会均等委員
会）又は州の機会均
等委員会での解決が
試みられ、これらの
手続で解決できない
場合、申立人又は
EEOC は裁判所に民事
訴訟を提起しうる。 

個別的労働紛争につ
いては、裁判所の民事
訴訟で取り扱われる
ほか、都道府県労働局
のあっせん等、労働委
員会の調整、裁判所の
労働審判手続が設け
られている。どの機関
に救済を求めるかは
当事者に委ねられて
おり、並列的な仕組み
がとられている。 
 

② 
 

個別労働
紛争の解
決 裁 判
所・審判
所（一審
及 び ニ
審） 

雇 用 審 判 所
(employment 
tribunals) 
上訴 雇用上訴審判
所 

労 働 裁 判 所
(Arbeitsgericht) 
上訴 州労働裁判所 
連邦労働裁判所 

労働裁判所(Conseil 
de prud'hommes) 
上訴 控訴院 

労働審判手続(地方
裁判所に置かれる) 
上訴　控訴院 

労働裁判所
(Juzgados de lo 
Social) 
上訴 自治州裁判所
社会部 
 

Ⅰ 代表的組合であ
る LOと全国レベルの
使用者団体 DA の基本
協約が適用される労
働者などの場合：労
働仲裁パネル、解雇
審判所又は労働裁判
所 
上訴 なし 
Ⅱ 労働協約が適用
されない労働者の場
合：一般の裁判所 

地方裁判所 
上訴 高等裁判所 
 
労働委員会 
上訴　行政裁判所 

不公正解雇（連邦制
度）の場合 
公正労働委員会
(Fair Work 
Commission) 
上訴　連邦裁判所 

なし 地方裁判所（民事訴
訟、労働審判手続） 
上訴　高等裁判所 

＜構成＞ 職業裁判官及び労使
の裁判官による三者
構成 

職業裁判官及び労使
の裁判官による三者
構成 

職業裁判官 1 名及び
労使関係者各 2 名の
三者構成 
 

職業裁判官 
 

職業裁判官 
 

労働仲裁パネル、解
雇審判所又は労働裁
判所は三者構成 

裁判所：職業裁判官 
労働委員会：三者構
成 

裁判官、労働組合、
使用者団体、人事労
務の専門家、政府職
員などから委員を選
任。 

 民事訴訟：職業裁判
官 
労働審判手続：職業
裁判官及び労使の三
者構成 

＜取扱件
数＞ 

105,803 件（2013 年
度新受） 
2014 年に制度改正さ
れ、大幅減少した。 

403,457 件（2013 年
度既済事件数） 

175,174 件（2012 年） 
2009 年には 228,901
件存在したが、近年
減少している 

113,337 件（2012 年
労働審判所 新受） 
 

421,043 件（2013 年
労働裁判所 新受）。
近年大幅に増加して
いる。 

労働仲裁パネル：97
件（2013 年） 
解雇審判所：年間 60
～80 件 
労働裁判所：853 件
(2013 年、集団的労働

 （公正労働委員会）
37,066 件（2013 年度
新受、集団的労働紛
争を含む） 

 民事訴訟（本案訴訟）
3,209 件（新受、2013
年度） 
労働審判 3,678 件
(新受、2013 年度) 

－
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－

－
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－
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紛争案件を含む。)  

③ 

行政機関
による個
別労働紛
争の解決 

[行政機関によるあ
っせん前置] 
2014 年 4 月より、雇
用審判所に訴えを起
こす前に、助言あっ
せん仲裁局（ACAS）
の「早期あっせん制
度」を利用すること
が義務づけられた。 

なし 労働監督官が非公式
な調停を行う場合が
ある。 

地方裁判所に訴えを
起こす前に、地域労
働局の調停委員会に
よる紛争解決を試み
ることができる。 

[行政機関等による
調停前置] 
労働裁判所に訴えを
起こす前に、調停・
仲裁サービス（SMAC）
等を利用することが
義務づけられてい
る。 

中央苦情処理委員会
が、雇用均等、労働
安全等に関する苦情
処理を行なってい
る。 

労働委員会 個別労働紛争は公正
労働委員会に申立て
ることが原則であ
る。 
公正労働委員会の裁
定に不服の場合、委
員会の許可を得て裁
判所に提訴すること
が可能 

雇用差別の場合 
EEOC(雇用機会会均
等委員会）又は州の
機会均等委員会での
解決が不調になった
場合、申立人は裁判
所に民事訴訟を提起
しうる。 
また、EEOC が自ら裁
判所に民事訴訟を提
起する場合もある。 

都道府県労働局によ
る総合労働相談、あっ
せん、労働委員会によ
る相談、あっせんが行
なわれている。 

＜取扱件
数＞ 

40,938 件（2013 年度 
制度改正前、雇用審
判所の情報提供によ
るあっせんの件数で
ある。） 

529,067 件 
(2013 年 調停・仲裁
サービス（SMAC）の
個別労働紛争あっせ
ん・調停件数) 
近年大幅に増加して
いる。 
※ SMAC のあっせん・調停
で合意した件数の割合 
24.0％(2013 年) 

（公正労働委員会）
37,066 件（2013 年度
新受、集団的労働紛
争を含む） 

88,778 件（2014 年度
新受） 

総 合 労 働 相 談
1,050,042 件(2013 年
度) 
あっせん申請件数
5,712 件(2013 年度) 

④ 

企業内の
紛争解決
（再掲） 

法律の定める「解雇
及び職場紀律」「苦情
処理手続」の規定に
従わなければならな
い。 
また、ACAS がこれら
について、詳細な行
為準則（ガイドライ
ン）を定めている。 

事業所組織法によ
り、解雇や不当取扱
いについて、事業所
委員会に申立がで
き、正当な申立は事
業所委員会が使用者
に是正措置を講じる
よう働きかけなけれ
ばならない。 

懲戒を行う場合は、
書面により通知し、
面談を実施しなけれ
ばならない。 

解雇の場合、まず使
用者への不服申立を
行わなければならな
い（解雇から 60日以
内） 

労使間の基本協約が
適用される労働者の
場合、個別の労働者
の解雇に関する紛争
であっても、集団的
労使関係の枠組みを
用いて、まず企業内
での紛争処理がされ
る。 
具体的には、次の手
順で紛争処理がされ
る。 
(1)職場レベルの使
用者と組合員代表の
協議 
(2)労働組合と使用
者団体間協議  
(3)解雇審判所等へ
の案件の附議 

就業規則や労働協約
に解雇に関する規定
を置く場合が多い。 

公正労働委員会が産
業・職業別に新仲裁
裁定(Modern Award)
を定めており、この
中に、企業における
個別的労働紛争解決
手続が定められてい
る。 

労働協約において、
企業内の解雇等の紛
争解決手続が定めら
れている。 
また、労働組合のな
い企業においても自
主的に、苦情処理や
オンブズマン、ピア･
レビュー、調停、仲
裁といった多様な手
段、レベルの紛争処
理システムを構築し
ている例が見られ
る。 

苦情処理手続のある
企業も相当数あるが、
活発には機能してい
ない。 

⑤ 

個別的労
働紛争に
関する仲
裁 

1996 年雇用権利法等
の実定法上の権利に
ついて、雇用審判所
に訴訟を起こす権利
は、雇用契約によっ
て排除できない。 
したがって、個別労

仲裁手続に関する民
事訴訟法の規定は、
労働事件には適用さ
れない旨定められて
おり、個別的労働紛
争について私的仲裁
を行うことはできな

民事訴訟法上、職業
活動に関する仲裁契
約は有効とされてい
るが、労働裁判所は、
労働の場で労働者に
ついて生じた紛争を
統制する排他的な裁

全国レベルの最も代
表的な労働組合が署
名した労働協約に規
定されている事項に
ついて、雇用契約に
明記されている場合
に限り、仲裁を行な

仲裁法上禁止されて
いないが、実際に個
別的労働紛争につい
て私的仲裁が行なわ
れる例はない。 
例外的に、プロスポ
ーツ選手の契約で

労働協約が適用され
る労働者は、上記の
ように協約に基づく
個別労働紛争の枠組
みが適用される。労
働協約にカバーされ
ない労働者は一部の

一般の仲裁法は個別
労働紛争処理を排除
していないが、一般
の労働者の労働契約
において、仲裁契約
が定められる例はな
い。 

ついて、労使が同意
した場合、公正労働委

員会が仲裁を行う」
と定めているので、
新仲裁裁定が適用さ

仲裁に関しては、組
合により組織化され
た企業における苦情
処理仲裁（「労働仲
裁」）だけでなく組合
組織のない企業での
苦情処理仲裁（「雇用

仲裁合意であって、将
来において生ずる個
別労働関係紛争を対
象とするものは、無効
とされている（仲裁法
附則第 4条）。 

－
 
2
0
 
－

「新仲裁裁定」では、
「個別的労働紛争に
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働関係について私的
仲裁を行ないうる余
地はほとんどなく、
個別的労働紛争につ
いて私的仲裁を行う
ようなケースはほと
んどない。 

い。 
例外的に、舞台芸術
家、映画関係者、ア
ーティストに関して
は、労働協約で定め
た場合には、私的仲
裁を行うことが可能
である。 

判管轄権を有してい
るため、仲裁合意が
労働契約でなされて
いたとしても、労働
者は労働裁判所に訴
えを提起することが
できる。 

うことができると定
められている。雇用
仲裁は会社役員等に
のみ用いることがで
きる。 

は、仲裁が行なわれ
る場合がある。 

ホワイトカラーなど
に限られるので、仲
裁法を適用しうる労
働者はごく限られて
いる。 
例外的に、会社役員
等の契約では、私的
仲裁が行なわれる場
合がある。 

プロスポーツ選手、
芸術家、国際的な弁
護士等について、仲
裁契約が締結される
事例がみられる。 

れる一般の労働者に
ついて、私的仲裁の
余地はない。 
また、実際に私的仲
裁が行われる例はな
い。 

仲裁」）も広く行われ
ている。ただし、使
用者と労働者個人の
間の紛争を対象とす
る雇用仲裁は集団的
労働紛争の枠組みを
用いる労働仲裁とは
異なり、繰り返し制
度を利用する使用者
側に事実上有利にな
るとの弊害があると
指摘されている。 

－
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